【２００９自治労北海道本部女性部　権利実態調査】
該当する項目に○を記入して下さい。「特別休暇」と記載のある項目で、特別休暇ではなく病気休暇などの扱いになっている単組については、その旨を「その他」の欄に記載して下さい。
地本名　　　　　　　　　　　　　　　単組名　　　　　　　　　　　　　　
1． 産前・産後休暇について

1 産前８週・産後８週　②　産前６週・産後８週　③　産前７週・産後８週
④　その他　（産前　　　週・産後　　　週）

１－１．多胎の場合

1 産前１４週・産後８週　②　産前１０週・産後１０週　③　産前１０週・産後８週

④　その他　（産前　　　週・産後　　　週）

2． 育児休業について
２－１．対象となる子の年齢

1 ３歳に達する日まで　②　１歳に達する日まで

③　その他（　　　歳　　　か月に達する日まで）
２－２．復職時の給与調整

①　取得期間の１００分の１００以下　②　取得期間の２分の１相当

③　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※２－２で①とお答えの方は、２－３についてお答え下さい。
２－３．条例改正以前の育休取得者の在職者調整について

①　調整済　②　交渉中　③　調整は未定　④　その他（　　　　　　　　　　　　　）

※２－２で②、③とお答えの方は、２－４についてお答え下さい。
２－４．０７年８月の法改正に伴う条例改正の状況

①　改正予定　②　未定

２－５．男性の取得状況（２００７年１月～１２月調査時点まで）
①　あり（　　　人）　②　なし

3． 配偶者出産休暇
1 ３日以内　②　２日以内　③　その他　（　　　日）

4． 男性職員の育児参加休暇（配偶者出産時の子の養育にかかる男性職員の
　特別休暇）

①　５日　②　制度なし　③　その他　（　　　日）

４－１．対象となる養育する子の年齢

①　小学校始期に達するまでの子　②　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5． 育児時間（国公では保育時間）について（特別休暇）
1 １日２回６０分　１回３０分（１歳まで）

2 １日２回１２０分　１回６０分（１歳まで）
3 １日２回６０分　１回３０分（３歳まで）

4 その他　（１日　　　回　　　　分　　１回　　　分）

５－１．男女ともに取得可能か。

1 男女が平等に取得可能

2 夫婦で取得する際は互いの取得期間を差し引いた期間
3 配偶者が育児できない場合

4 女性のみ

5 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

５－２．取得対象年齢
①　生後１年に達しない子　②　その他（　　　　　　　　　　　　）

6． 部分休業（国公では育児時間）について

1 １日につき２時間を超えない範囲

2 その他（　　　　　　　　　　　）

６－１．取得対象年齢

1 ３歳に達する日まで
2 １歳に達する日まで

3 小学校就学の始期に達するまで

4 その他（　　　　　　　　　　　　）

7． 子どもの看護休暇について
1 ５日以内

2 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

７－１．取得対象年齢

1 小学校就学の始期に達するまでの子　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
７－２．取得方法

1 時間単位で取得可能
2 １日単位で取得

3 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

７－３．看護の対象

1 けが・病気　②　予防接種（インフルエンザ含まず）　③　乳幼児検診等健康診断
④　リハビリ・通院介助　⑤　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

8． 介護休暇について

８－１．期間

①　連続６カ月以内　②　連続３カ月以内　③　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

８－２．取得方法

①　時間単位で取得可能　②　１日単位で取得　③　その他（　　　　　　　　　　　）

８－３．介護の対象

1 配偶者、父母、子、配偶者の父母
2 ①に加え、同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟姉妹、孫など

3 ①に加え、同居している祖父母、兄弟姉妹、孫など

4 ①に加え、同居問わず、祖父母、兄弟姉妹、孫など

5 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

８－４．復職時調整

①　有り　取得期間の２分の１　　②　なし　　③　その他（　　　　　　　　　　　　）

9． 次世代育成支援対策推進法に伴う特定事業主行動計画の進捗状況の点
　　検について

①　実施している（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

②　実施予定（時期：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③　実施していない

１０．生理休暇について　※　特別休暇
①　３日以内　②　２日以内　③　その他（　　　　　　　　　　　　）

１０－１．取得方法

①　時間単位　②　１日単位　③　その他（　　　　　　　　　　　　）

１１．妊娠障害休暇（つわり休暇）　※　特別休暇
①　１４日以内　②　なし　③　その他（　　　　　　　　　　　　　）

１２．妊娠・出産後通院休暇　※　いずれの期間も医師の指示があった場合はその回数
①　妊娠２３週（７月）まで４週間に１回

　　妊娠２４週（８月）から妊娠３５週（９月）まで２週間に１回

　　妊娠３６週（１０月）から出産まで１週間に１回

　　出産後１年まで１年以内に１回

②　その他
　　妊娠　　　週まで　　　週間に　　　回

　　妊娠　　　週まで　　　週間に　　　回

　　妊娠　　　週から出産まで　　　回

　　出産後１年まで　　　回

１３．育児のための短時間勤務制度について
①　導入済　②　導入予定（　　　月議会）　③　未定

※　導入済、導入予定の単組で国の制度と異なる内容があれば記載下さい。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１４．職場におけるセクシュアル・ハラスメント対策規定について

※　改正均等法で各事業所でのセクシュアル・ハラスメント対策が義務づけられました。それに伴い地公法も改正になり、自治体においても対策が義務づけられています。
①　設置済　②　設置予定　③　未定

１５．育児・介護を行う職員の早出遅出勤務
①　制度あり　※　制度がある場合は１５－１に記載をお願いします。

2 制度なし

１５－１．対象範囲

1 小学校入学前の子を養育する職員
2 学童保育施設等に託児している小学生の子を迎えに行く職員
3 介護が必要な親族を介護する職員

4 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１６．職場におけるワーク・ライフ・バランスの推進について

社会格差の拡大と働き方の二極化が進む中で、正規職員の長時間労働による健康被害が深刻化する一方、働いても生活給が得られないワーキング・プアの問題など、格差の固定化が社会問題化していることから、国民的な課題として、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現が必要とされています。

職場におけるワーク・ライフ・バランス推進例：
職員に対するワーク・ライフ・バランス研修の実施、仕事と子育て・介護等のカウンセリング対応等

①推進している

＜具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞

②推進を予定している

＜具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞

③推進していない

１７．その他、独自の休暇制度について　例：家族看護休暇、子ども予防接種休暇など


